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技術進歩とレオンテイェフ逆説（Part5）
　　　　　　　　　　　技術進歩の中立性
浜　口　　登
第1節　序
　浜口（2004）で、私は技術進歩という概念そのものを分析した。しかし、そこでの議論
は浅く広すぎた嫌いがある。そこで、本稿では非常に限定された「技術進歩の中立性」と
いうテーマをとりあげる。その動機は、技術進歩が中立的か否か、非中立的なら、どの生
産要素に「偏っている」かが、比較優位の決定に強い影響を及ぼすと考えられる点にあ
る1〕。
　この点に関して若干敷術しておこう。第1に、比較優位決定の要因として、生産要素賦
存比率の差を強調するヘクシャー・オリーン（H0）モデルと、技術のレベル（または技
術進歩）の差を強調するリカード・モデルの違いがある。したがって、どちらがより優れ
たモデルかを議論することに意義がある。第2に、技術進歩は生産要素投入の節約と解釈
できるので、HOモデルとリカード・モデルの違いは本質的ではないという考え方もでき
る。たとえば、H0モデルの主要4命題の1つであるリプチンスキー命題は、生産要素賦
存比率が変化することによって財の相対価格が変化することを示している。すると、貿易
パートナー間で技術進歩率と要素（節約に関する）バイアスに差があると、比較優位のパ
ターンが逆転する可能性がある。つまり、要素賦存の変化と技術進歩は、同じ効果をもた
らすと考えることが可能である。
1）　この点に関する優れた分析は、天野（1964）、（1981）である。もっとも、この両文献ではニュアン
　スが微妙に異なる。1964年の文献では、「比較生産費の決定因については、これまでにつぎのような
　二つの基本的な接近法があったように思われる。すなわち、生産資源の生産効率の差異を強調する伝
　統的な方法［本稿でいうリカード・モデルに当たる］と、各国間における生産要素の存在量の相対的
　な差を重視する要素比率分析［HOモデルに当たる］とがそれである。……最近では、……前者へと
　秤の目盛が動きつつあるように思われる。」（p．235〕と述べている。しかし、1981年の文献では「学
　説的に見れば、比較優位の決定因に関する議論には2つの大きな流れがあった。一つは、・・・…古典派
　ないしリカード的接近であり、今ひとつは……新古典派ないし、ヘクシャー・オリーン的接近であ
　る。……上述した2つの接近法を一般均衡分析の中で総合しようとするのは、いわば自然の流れであ
　った。」（p．39－40〕と記述が変化している。また、Minabe（1966）は、技術進歩とレオンティエフ逆
　説の関係を明示的に分析している。
　本稿では、技術進歩を狭く明確に定義する。すなわち、生産関数の上方シフトととらえ
る2〕。生産関数は、独立変数が労働と資本の2種類の生産要素だけを考える。従属変数に
ついては、まず単一の産出量という最も慣習的なものを考察する。すなわち、集計された
マクロ・レベルの生産関数を前提にする3）。第3節で、マクロモデルを少し拡張した2部
門モデルを検討する。しかし、技術進歩の中立性というテーマをよりシャープにとらえる
ために、モデル（特に生産関数）に関してはできるだけ単純化する。
　技術進歩は全要素生産性（Total　factor　productivity（TFP））の向上と同義とみなせる。
普通、単に生産性という場合、労働生産性を意味する。これに対し、TFPとは生産工程に
投入された全ての生産要素の生産性の加重平均を意味する。例えば、労働生産性が上昇し
ても、それが機械化によって達成され、その結果、資本の生産性がかえって低下すること
は十分ありうる。その場合、その生産工程で生産性が向上したか否かを判断するには、
TFPで測らざるを得ない。別の見方をすれば、技術進歩が起こった場合、どの生産要素が
より多く節約されたかが問題となる。そこで、技術進歩の中立性という概念が重要とな
る。さらに、技術進歩が、所得分配にどのような影響を及ぼすのかという関心も中立性の
議論に関連しているだろう。
　技術進歩には、生産工程の改良（Process　imovaせon）と新製品の開発（Productimova－
tiOn）があるが、本稿では、前者だけ分析する。また、技術進歩の内生化という最近著し
く発展している分野には触れない。さらに、技術進歩は資本や労働に体化されていないこ
とを仮定する。これらの限定は、本稿の目的が、中立性の分析にのみ焦点を当てているか
らであり、将来の研究でこれらの限定を破る試みを行いたい。
　以下、第2節では、1部門モデルにおいて、最も頻繁に使われるヒックス、ハロッド、
及びソローの中立性概念を説明し、これら3者の関係に触れる。第3節では、2部門モデ
ルにおける技術進歩の中立性について述べる。第4節で結論を述べる。
第2節　ヒックス・ハロッド・ソロー中立性
　2．1　ヒックス中立性
　技術進歩の中立性という概念を最初に提示したのは、Hicks（1932）であろう。これは、
興味深い。何故なら、ケインズの『一般理論』より4年も前に発表されており、まだマク
2）技術進歩が起こった場合、生産関数自体が変化すると考える方が適切かも知れない。しかし、そう
　すると分析、特に数学的な処理が煩雑になるので、シフト・パラメーターを挿入し、関数白体は不変
　で、パラメーターのみが変化するという便法が使われる。
3）技術進歩の分析は、理論的なものであれ、実証的なものであれ、マクロ・レベルで行われることが
　多い。これは、技術進歩が経済成長論の一部として発展し、経済成長そのものがマクロ的概念である
　という理由によると思われる。
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口経済学が誕生する前であり、経済成長論もほとんど存在していない時点だからであ
る4〕。
　ヒックス中立性とは、技術進歩が起こっても、（要素相対価格が不変である限り）資
本・労働比率が不変である場合をさす。より正確には、生産要素の結合比率が不変という
条件のもとで、
　　（1）労働の限界生産力の資本の限界生産力に対する比率が不変ならば（すなわち所
　　　　　得分配率が一定ならば）、それは中立的技術進歩である。
　　（2）労働の限界生産力の資本の限界生産力に対する比率が増加するならば（すなわ
　　　　　ち労働分配率が増加するならば）、それは資本節約的技術進歩である。
　　（3）労働の限界生産力の資本の限界生産力に対する比率が減少するならば（すなわ
　　　　　ち資本分配率が増加するならば）、それは労働節約的技術進歩である。
技術進歩がヒックス中立的なら、生産関数は、
（2．1）　Q＝A（t）F（K，L）
という形に書ける。
ここで、Qは産出量、A（t）は技術進歩5〕、Kは資本、Lは労働である。
　2．2　ハロッド中立性
　ヒックス中立性の次に登場したのがハロッド中立性である6〕。ハロッド中立性は、最初
に登場した経済成長モデルであるハロッド・ドーマー理論の中で考え出された。これは、
均衡経済成長経路が存在し、それが唯」の経路であり、かつ安定的であることを保証する
4）経済成長論のパイオニァは、Harrod（1939）と考えるのが一般的である。もっとも、最適成長論
　の古典であるRamsey（1928）や、多部門成長モデルの先駆けであるvon　Neuman（1937）等の方が
　先行しているが。さらにいえば、古典派（限界革命以前）のスミスやリカード、マルクス、マルサス
　などの業績も経済成長論と言えなくもない（佐藤（1968）は、これらを「印象派的成長論」とよんで
　いる）。
　　ハロッドの業績はケインズの『一般理論」の動学化であり、ハロッド・ドーマーモデルにつながっ
　た。ハロッドはいわゆるポスト・ケインジアンの筆頭で、ケインズ以前の新古典派（ケインズ白身は
　「古典派」と呼んでいたが）の徹底的な否定を求め、経済学の異端となった。一方、新古典派は2つ
　に分裂した。一つはケインズ革命を完全に拒絶したマネタリストとそれがさらに先鋭化した「新しい
　古典派」であ㌫もう一つは、ケインズ革命を新古典派の中に（巧みに？）取り込んだ「新古典派総
　合」とそれの理論武装を試みている「新しいケインズ派」である。
5）　本稿にはtがしばしば登場する。tは、あえていえば、「技術水準」の代理変数である。あるいは、
　変数の「日付」を表すインデックスと考えてもよい。ときどき「技術進歩が時間の関数などというの
　はナンセンス芯それでは何も説明していないことになる」と主張する人がいるが、これは初歩的な
　誤解であ糺第｝に、技術が進歩するには時間の経過が必要である。第2に、tが「独立（あるいは説
　明）変数」だとしても、そのことは時問が原因で技術進歩が結果だと解釈せざるを得ないというのは
　いい過ぎである。第3に、技術進歩が内生化できていないことは事実で、それは欠陥ではあるが、全
　く研究の意義がないということにはならない。
6）ハロッド中立性の原典は彼がRobi皿s㎝（1937）の書評（H刮rrod（1937））及び、それに答える形で
　書かれたRobinson（1938）などであ乱それから約10年後に刊行されたHarrod（1947）もよく引用
　される。
ための条件として提示された7〕。しかし、ハロッド・ドーマーモデルでは、カルドアのい
わゆる6つのSty1izedFacts（定型化された事実）畠〕すなわち・
実質GNPも、労働者1人当たりGNPもほぼ一定の率で上昇し続けた。
労働者1人当たりの資本ストックが、ほぼ一定の率で上昇し続けた。
資本の利潤率はほぼ一定であった。
資本一産出比率はほぼ一定だった。
資本分配率と投資係数（投資／GNP）の間に正の相関関係がある。
実質GNPと労働者1人あたりの実質GNP増加率は国によってばらつきがある、
のうち①、②、⑥が満たされない。そこでハロッド中立的な技術進歩を導入すると、こん
どは、③、④が満たされなくなる。
　その点を解決するために登場してきたのがソローとスワンによって提示された新古典派
成長モデルで、カルドアの「定型化された事実」のうち、②の事実以外を満たしている。
そしてハロッド中立の定義は次のようにな’る。（資本係数を一定に保てば）
　　（1）資本利潤率を不変にしておく（すなわち所得分配を変えない）ような技術進歩
　　　　　は中立的である。
　　（2）資本利潤率を高める（すなわち資本分配率を増加させる）ような技術進歩は労
　　　　　働節約的である。
　　（3）資本利潤率を下げる（すなわち労働分配率を増加させる）ような技術進歩は資
　　　　　本節約的である。
技術進歩がハロッド中立的なら、生産関数は、
（2．2）　Q＝F（K，A（t）L）
と書ける。
2．3　ソロー中立性
ハロッド中立性と完全に対称的なのがソロー中立性である9〕。その定義は、（労働係数
7）経済成長論には様々なバリエーションがあるが、均衡成長経路の分析という点では一致してい㌫
　均衡成長（Ba1anced　Growth，Equilibrium　Growth〕とは、全ての市場で均衡が成立し・産出量や資本
　ストックなどが一定率で増加し、所得分配が一定になるような状態と定義できる。成長論は、均衡成
　長経路が存在し、それがユニークで、かつ安定的であることを証明するのが主要な目的になっている。
8）　この「定型化された事実」は、Kaldor（1961）で発表されたが、その論文の元になったコンファレ
　ンスは1958年に開かれている。その後の実証研究でも、これら6つの「事実」は大方において繰り返
　し確認されている（Mankiwetal．（1992）、Temple（！999）、BrockandDurlauf（2001）、Bosworthet
　al、（2003）などを参照）。ただし、（3）利潤率が不変と（5〕資本分配率が不変の2点に関してはやや
　疑問があるとみられることもある。
9）　ヒックスは、Hicks（1965）のなかで、「私の知る限り、実質賃金率が不変のままで生産要素の所得
　分配を変化させないでおく発明を中立的発明と定義しようと試みた人はいない。しかし、もしそうす
　ることが便利なら、原理的にはその様に定義してはならないという理由は存在しない」と述べてい
　る。ソロー中立性は、Solow（1962〕が原典である。ただし、ソロー自身が「ソロー中立性」という
　概念を積極的・明示的に提示したわけではない。
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が不変なら）
　　（1）実質賃金率を変えない（すなわち所得分配率を一定に保つ）ような技術進歩は
　　　　　中立的である。
　　（2）実質賃金率を増加させる（すなわち労働分配率を増加させる）ような技術進歩
　　　　　は資本節約的である。
　　（3）実質賃金率を減少させる（すなわち資本分配率を増大させる）ような技術進歩
　　　　　は労働節約的である。
技術進歩がソロー中立的なら、生産関数は、
（2．3）　Q＝F（A（t）K，L）
と書ける。ソロー中立性は、所得分配論や経済成長論の立場からすると、（技術進歩が体
化されないことを前提にする限り）あまり有用ではない。何故なら、労働生産性が一定と
いう前提は誰がどう見ても非現実的だからである。実際ソロー白身が上記のような形でソ
ロー中立性を定義したわけではない。しかし、ソローは、技術進歩が資本に体化するモデ
ルを初めて提示し、そのために純粋に資本増加的（Capital　augmenting）な技術進歩を考
えたわけである10〕。
　もし生産関数がコブ・ダグラス型であれば、そしてその場合のみ、ヒックス、ハロッ
ド、ソローの中立性が同時に成り立つ。
　2．4　3つの中立性の関係n）
　まず、マクロレベル（1部門）の生産関数
（2．4）　Q＝G（K，L，t）
を考える。ここで、Qは生産量、KとLは、それぞれ資本と労働の投入量である。tは技術
進歩を表す指標である。競争均衡を想定すれば、労働との限界生産力μLは賃金率Wに、
資本の限界生産力μKは資本のレンタル・プライスr12〕に等しいので、
（2．5）　μL＝w
10）　ヒックス中立的技術進歩を産出量増大的（0utput　augmenti㎎）、ハロッド中立的技術進歩を労働
　増加的（㎞boraugmenOng）、ソロー中立的技術進歩を資本増加的（Capi創乱ugm㎝ting〕と呼ぶ。な
　お、AugmentingとはEmbodimentとは全く関係ない。たとえば、資本増加的か否かと資本に体化し
　ているか否かは別な問題である。資本増加的とは、あたかも資本投入量が増加したような結果をもた
　らすという意味である。資本に体化するとは技術進歩が資本財の「質」や「性能」の形をとって実現
　するという意味である。
11）　以下に展開するモデルは、基本的に天野（1964〕を参考にした。
12）　資本のレンタル・プライスとは、資本財が生産工程に提供するサービスに対する報酬であ乱「レ
　ンタル」と名付けるのは、もし、資本財を（購入せず）レンタルしてレンタル料を支払うとしたらい
　くらになるかを想定するからである。しかし、実際には、ほとんどの企業が資本財を購入して使うの
　で、レンタル市場は事実上存在しないことが多い。そのため、レンタル・プライスを直接観察するこ
　とは難しい。レンタル・プライスの代わりに「利子率」や「利潤率」と呼ぶことも多い。こうした概
　念を説明するのは本稿の中では無理なので、別の機会に検討したい。
（2．6）　μK＝r
となる（生産物の価格を1に基準化するので、限界生産物と限界価値生産物は等しい）。
この式を対数微分すれば13〕、
（2．7）　Q＝θKK＋仇L＋τ
となる。θiはQの第i要素（i＝K，L）投入に関する弾力性であり、競争均衡と限界生産力
命題が成り立つのなら、第i要素の所得分配率に等しい。τ≡（∂Q／∂t）／Qは技術進歩率で
ある。生産関数は1次同次と仮定するので、限界生産物は要素集約性（資本・労働比率）
k≡K／Lとtのみの関数になる。すなわち、
（2．8）　μi＝R（k，t），　　（i＝K，L）
となり、これを対数微分すれば、
（2．9）　μi＝ei（K－L）十mi，　　（i＝K，L）
となる。ここでei≡（k／μi）／（∂μi／∂k），mi≡（∂μi／∂t）／μi（i＝K，L）である。さらに、生産関
数が1次同次であることから、
（2．10）τ＝顯・十θ・ρ・
（2．11）θ。e。十θ■一eL＝0
（2．12）　θKmK＋仇mL＝τ
が成立する。これらから、
（2．13）　τ＝θK｛eK（皮■亡）十mK｝十θL｛eL（友■L）十mL…
と書ける。以上を考慮して3種類の中立性を検討しよう。
　ヒックス中立
　ヒックス中立の場合、資本・労働比率が一定であること（夜＝t）を規準にするので
（（2．9）式から明らかなように）、
（2．14）　ρrμK＝mL－mK
となり、μL…ρKに応じてmL…≡mK、すなわち、mLがmKより大なら資本節約的、等しけれ
ば中立的、小なら労働節約的となる。
　ところで、（2．8）式の逆関数も成り立つので、
（2．15）　K－L＝σめ十β
である。ここでω≡w／r、σはKとLの代替の弾力性（σ≡（w／k）（∂k／∂w））、βは、技術進
歩の生産要素バイアス（β≡（∂k／∂w）／k）と定義される。さらに、
（2．16）　σ＝1／（eL■eK）および
（2，17）　β＝σ（mK－m・）
13〕　変数の頭にかぶせてある「＾」マーク（通称ハット、正式にはサーカムフレックスと呼ぶ）は、そ
　の変数の変化率を意味する。例えばQ≡（∂Q／∂t）／Qである。
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であるから、ヒックスの分類規準は（mK－mL）姜0でもβ…10でも同じになる。
　ハロッド中立
　一方、ハロッド中立の場合、資本のレンタル・プライスが一定であることを規準にして
いるから、ρK＝Oであり、そのもとで資本係数（K／Q）の変化は、
（2．18）K－Q＝仇（K－L）一τ　かつK－L＝㎝K／仇
となるので、τ…㎝洲に応じて、K－Q姜0となる。すなわち、τが㎝K／仇より大なら
資本節約的、等しければ中立、小なら労働節約的となる。
この式を書き換えると、
（2．19）　K－Q＝仇（σδ十β一φ），　φ≡τ／仇
となる。さらに・資本のレンタル・プライスが一定なら、ρL＝めだから・φ＝ゐとなり・
（2，19）式は、
（2．20）　K－Q＝1β一（1一σ）φ1
となるので、β…（1一σ）φに応じてK－Q……0ともいえる。
　ソロー中立
　最後にソロー中立の場合を検討しよう。賃金率が一定のときを基準に労働係数（労働生
産性の逆数）の変化をみるので、
（2．21）　L－Q＝θK（K－L）一τ
あるいは、
（2．22）　L－Q＝θK（σあ十β■Ψ），　Ψ≡τ／θL
とな乱ハロッド中立の場合とアナローガスに・w＝ゐなので・
（2．23）　L■Q二1β一（1一σ）ψ
となるので、β…（！一σ）Wに応じてL－Q…Oともいえる。すなわち、βが（1一σ）Wより
大なら資本節約的、等しければ中立、小なら労働節約的となる。
　以上から、代替の弾力性σが1の場合、つまり、生産関数がコブ・ダグラス型の場合
に、そしてその時のみヒックス、ハロッド、ソローの中立性が同義になる。
第3節　2部門モデルと技術進歩の中立性
3．12部門モデルとは
経済成長論の発展のなかで1部門（すなわちマクロ）から離れて、2部門モデルを研究
14）2部門モデルのパイオニアは、Shink副i（1960）である。成長論に貢献した経済学者のなかに、日
　本人が非常に多かった。60年代は、日本が高度成長期であったこともあり、日米間で、成長論の諸
することが一時期はやった14〕。これは、成長と貿易の関係を知る上で好都合である。何故
なら、貿易モデルは、少なくとも2財（部門）ないと原理的に成立し得ないからである。
実際、最も普及した貿易モデルであるHOモデルは、2国、2財、2生産要素の場合に最も
パワフルな説明力を持つ。
　成長論の2部門モデルは、消費財部門と投資財部門からなるのが圧倒的に多い。農業部
門と工業部門や資本家部門と労働者部門からなるモデル等もあるが、ここでは取り上げな
いユ5〕。この2部門モデルが注目された理由は、均衡（ba1ancedないしequilibrium）経済成
長経路が存在し、一意的かつ安定的となるためには、消費財部門が資本集約的で、資本財
部門が労働集約的である必要があるという興味深いと同時にやっかいな性質を持つからで
ある16）。
　32　2部門モテルの性質
　供給サイドの定式化
　モデルの供給サイドを定式化する。財は、資本財（M）と消費財（F）の2つとする。
生産関数は、
（3．1）M＝GM（KM，LM，t）
（3，2）　F＝GF（KF，LF，t）
である。2つの生産要素、すなわち資本Kと労働Lは両産業で完全雇用されるので、
（3，3）　L＝LM＋LF
（3．4）　K＝KM＋KF
が、成立する。完全競争市場の仮定と限界生産力原理から
（3．5）　w＝PMμLM＝PFμLF
（3．6）　r＝PMμKM＝PFμKF
となる。生産関数が1次同次なのでオイラー法則が成立し、
（3．7）M＝μLMLM＋μKMKM
（3．8）　F＝μLFLM＋μ㎜KM
となる。最後に、やはりこの1次同次性により、資本・労働比率ki…（Ki／Li）は、要素相
対価格ω≡（w／r）と技術tのみの関数
（3，9）　kM＝kM（ω，t）
（3．10）　kF＝kF（ω，t）
になる。これらを対数微分すると、
命題の証明合戦が演じられたともいわれる。
15）前者は、㎞wis（1954）、後者は、Stig1iz（1967）などを参照されたい。
16）　天野（1971）は、この点に関するわかりやすい解説を行っている。
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（3．1a）M＝θLMLM＋θKMKM＋τM
（3．2a）　F＝伍FLF＋θ㎜KF＋τF
（3．3a）　L＝λLMLM＋λLFLF
（3．4a）　K＝λKMLM＋λ㎜KF
（3．5a）　愉＝PM＋ρLM＝PF＋ρLF
（3．6a）　f：PM＋μKM＝PF＋ρ冊
（3，7a）M＝θLM（ρLM＋LM）十θKM（μKM＋KM）
（3．8a）　F＝θLF（ρLF＋LF）十θKF（μKF＋KF）
（3．9a）　KM－LM＝σMゐ十βM
（3．10a）　KF－LF＝σFゐ十βF
となる。ここで、θijは第i要素のj産業における所得分配率、はλKFは第i要素がj産業に投
入される比率・ηと（j＝M，F）j部門における技術進歩率・βjはj部門における技術進歩の
（ヒックスの意味での）技術進歩のかたよりで、が負なら資本節約的、0なら中立的、正
なら労働節約的となる。（3．1a）、（3．2a）、（3．7a）及び（3．8a）から
　　θ・Mμ・M＋θ㎞ρKM：τM
　　θ・・μ・・十θK・畑＝τ・
となるので、
　　θLMμLM＋θKMρKM＝O
　　θ・・μ・M＋θK・脈M＝β
であるから、（3．5a）、（3．6a）を使ってμijを消去すれば、
（3．11）愉＝［一θ・・β十鮎τ・一1㎞τ・1／θ1
（3．12）f＝［仇・β一θ・・τ・十θ・・τ・1／θ1
と書ける。ただし、1θ1≡θLMθKF一θLFθKM≡θLM一θLF≡θKF一θKMであり、これから
（3．13）ゐ≡愉一f＝一（β・仇・τ・十θ・・τ・）／1θ
が得られる。（3．3a）、（3．4a）、（3．9a）及び（3．10a）から、
（3．14）　LM＝［λLF（λKMσM＋λKFσF）ゐ十（λKFL■λLFK）
　　　　　　　十λLF（λKMβM＋λKFβF）］／1λ
（3．15）　LF＝［λKF（λLMσM＋λLFσF）δ十（λ㎜L一λLFK）
　　　　　　　十λ㎜＝（λLMβM＋λLFβF）］／1λ
（3．16）　KM＝一［λLM（λKMσM＋λKFσF）ゐ十（λ㎜［L一λLMK）
　　　　　　　　十λLM（λKMβM＋λKFβF）］／1λ1
（3．17）　KF：一［λKM（λLMσM＋λLFσF）ゐ十（λKML一λLMKF）
　　　　　　　　十λKM（λLMβM＋λLFβF）コ／λ1
が導ける。ここで、λ1…λ。Mλ㎜一λ。FλKM…λ。M一λKM…λKrλLFである。これらを総合
すれば、
（3，18）M＝■eLρ十（λKML一λLMK）／λ1＋（1＋eL）τM－eLτF＋bM
（3，19）　F＝eKβ十（λLFL一λKFK）／λ1－eKτM＋（1＋eK）τF＋bF
となる。ここで、
　　eL≡［1乱MλLFλKM＋θKMλLMλKFlσM＋λLFλ㎜σF］／1θ1λ　l
　　eK≡［1仇FλLMλKM＋θ冊λLFλKLlσF＋λLMλKMσM］／1θ」λl　l
　　bL≡［1θLMλLFλKM＋θKMλLMλKFlβM＋λLFλ㎜βFコ／1λl
　　bK≡［1θLFλLMλKM＋θKFλLFλKL！βF＋λLMλKMβMコ／λi
である。これらから、
（3．20）M一含＝一（・…。）β・（λ。。・λ。。）t一（λ。。・λ。。）夜
　　　　　　　　　十（1＋eK＋eL）（τM一τF）十（bL＋bK）
あるいは、
（3．2！）　M一倉＝一（AMσM＋AFσF）βハθl　lλ■≡十（t■皮）／■λi
　　　　　　　　　＋（AMσM＋AFσF＋」θ1」λj）（τM一τF）／｛jθ」λ1｝
　　　　　　　　十（AMβM＋AψF）／λ■
が得られる。ここで、AM≡λKMθLM＋λLMθKM，AF≡λ㎜θLF＋λLFθKFである。財の相対価格
の変化率βは、
（3．22）β＝一1θゐ十（τザτ・）
となる。もし技術進歩がなければ、右辺第2項が消える。Fが資本集約的だと仮定すれば、
　θ1＜0なので、当該国が資本豊富国なら、δ＜0だから、β＜0となり、「資本豊富国が
資本集約財を輸出する」というHO定理が成立する（β≡声M一声F＜Oだから、Fの価格が
相対的に下落する）。以上は、供給サイドのみを考察したので、結論が極めて簡潔になっ
た。
　需要サイドの定式化
　しかし、需要サイドも考慮すれば、論議はより複雑になる17〕。そこで、需要サイドをモ
デル化しよう。簡略化のため、両財に対する需要はそれらの相対価格のみによって決まる
と考えよう。すなわち、
（3－23）　DM／DF＝H（ρ，γ）
17）特定の国の要素賦存比率を測って、資本豊富国か労働豊富国かを判断する方法として、①生産要
　素の相対価格で定義するか、②要素の物理的賦存比率で定義するかという2つの選択肢がある。①
　（②〕を採用した場合のH0定理を「弱い意味の」（「強い意味の」）HO定理と呼ぶことがある。国際
　貿易の理論では、単にHO定理というとこの強い意味の定理をさす。なお、①と②の選択肢に関する
　私見は、浜口（2001）の脚注11（p．43〕を参照されたい。興味深いことに、（3．23）式の仮定は事実
　上需要サイドの影響をできるだけ少なくし、供給サイドに焦点を合わせる（つまり分析をより簡潔に
　する）工夫であるにもかかわらず、かえって分析がより複雑になっている。
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である。ここで、γは需要サイドのシフト・パラメーターである。これを対数微分すれば、
（3．24）　DM－DF＝σDβ十βD
となる。この式に（3．21）式を代入すれば、
（3，25）　ρ＝一［1θ1（亡■夜）十（AMσM＋AFσF＋1θ　λ）（τF■τM）
　　　　　　一」θ　（AMβM＋A。β。）十　θ　λ1βD］／σ
となる。ここで、σ三AMσM＋AFσF＋θ1λ1σD
である。AM＋AF＋θ1λ＝1であるから、σは3つの代替の弾力性、σM、σF、σDの加重
平均となる。
　（3．25）式をみると、右辺［］内の第1項は物的な要素賦存比率の効果、第2（3）項
は、技術進歩が両産業における生産性の（要素集約性の）に及ぼす効果を示す。ある意味
で、第2項は技術進歩の強度差、第3項は技術進歩の「偏り方」と考えることができる王8〕。
第4項は需要条件の変化を表す。σD＞Oなら、需要がMに偏っていることを意味する。
　生産要素分配率の変化
　ここで、技術進歩の中立性を分析するために、労働と資本の分配比率をS≡wL／rKとす
れば、
（3．25）　S一δ十（L－K）＝一ρ／θ　十（L－K）
これを（3．24）に代入すれば、
（3．26）　§＝［（1一σ）（亡■た）十（AMσM＋AFσF＋　θ　λ1）（τF■τM）／1θ
　　　　　一（AMβM＋AFβF）十1λ1βD］／σ
となる。仮に資本財産業Mが消費財産業Fより労働集約的だとすれば、1θ＞0，1λ＞0
になる。さらに経済全体としての生産要素間の代替弾力性σが1より大と仮定すると次の
ような結論が導ける。すなわち、
　　（1）増加率の高い生産要素の分配率は上昇する。
　　（2）技術進歩率が低い産業で集約的に使用されている生産要素の分配率は上昇する。
　　（3）技術進歩が労働（資本）節約的なら、それがどちらの産業で生じても、資本
　　　　（労働）の分配率は上昇する。
　　（4）需要が相対的に増大した財の生産に集約的に使用されている要素の分配率を上
　　　　昇させる。
この2部門モデルでは、8つの内生変数が登場する。2つの産業のアウトプット（MとF）、
18）特殊なケースとして・労働と資本が完全に代替的（σM＝σF＝o。）なら・ρ＝（τM一τF）となり・
　リカード流の1要素モデルに帰し、産業間生産性格差のみが比較優位を決める。もっとも、2つの要
　素が完全に代替的というのは2要素は実質的に同・一要素ということだから、上記の結論はトートロジ
　ーといって差し支えないだろう。
2つの生産要素（KとL）の2産業への配分（KM，KF，LM，LF）、つまり4通り、2つの要
素価格（wとr）である。これに対し、方程式は、2本の生産関数、それぞれの生産要素
は、隈界価値生産性に等しいという条件式（4本）、2つの生産要素が完全雇用されるとい
う条件式（2本）で、計8本になる。一方、技術、要素賦存、及び、財価格は外生変数と
して与えられる。
　2部門モデルでは、資本財部門の生産物Mが、資本ストックの（今期の）増加に等しく
なるので、K＝M／Kである。以下3種類の中立性を検討しよう。
　2部門モデルにおける中↓的技術進歩
　ヒックス中立性はある産業において資本・労働比率を一定に保った場合に、その産業の
資本と労働の限界生産力が技術進歩によって影響を受けないことを規準にしているので、
モデルを多部門に拡張しても、全ての産業にヒックス中立性をそのまま適用できる。何故
なら、資本・労働比率も限界生産力も数量であり、価格の変化や違いから独立だからであ
る。
　しかし、ハロッド中立性の場合は、多部門モデルになると、各財の相対価格の変化によ
って中立性が影響を受ける。M産業が資本財を、F産業が消費財を生産しているとする。
利潤率は、資本の要素サービスの価格を資本財の価格で除した値（r／PM）と考えるのが妥
当であろう。したがって、ハロッド中立の定義から、利潤率が一定であるので、
　仇MμLM＋θKMμKM差τMにμKM＝0を代入すれば、
（3．24）ゐ＝μ・・＝τ・／θ・・≡φ・
となる。MとFの資本係数をそれぞれ醐、肺とすれば、
（3．25）　舳≡PMKM／PMM
（3．27）　肺≡PMKF／PFF
と書ける。これらの変化率は、
（3．28）㎞＝KM■M
（3．29）　命＝（PM－PF）十（KF－F）
であり、
資本財と消費財の相対価格の変化率は、
（3．30）　PM－PF＝（θLM一θLF）ゐ一（τM一τF）
であり、もし利潤率が一定なら、
（3．31）　PM－PF＝此M（φF一φM）
となる。一方各部門の物的資本投入係数の変化率は、
（3－32）KM－M＝伍M（σMめ十βM一φM）
（3．33）　KF－F＝θLF（σFゐ十βF一φF）
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以上から
（3．34）　だM＝此M　lβM一（1一σM）φMl
（3．35）　命二θ・F　lβF一（1一σF）φMl
なので・β……（1－q）φM　　（j＝M，F）に応じて崎…0となる。すなわち・j産業について
は・βjが（1－q）φより大きければ労働節約的・小さければ資本節約的・等しければ中立
的となる（いずれもハロッドの定義）。
　ソロー中立に関しては、ハロッド中立とアナローガスに考えればよいので、βi……（1－
q）W　　（j＝M，F）に応じて阿…Oとなる。すなわち、j産業については・βが（1－q）
wより大きければ労働節約的・小さければ資本節約的・等しければ中立的となる（いずれ
もソローの定義）だとだけ述べておく。
　特殊なケースとして、資本財産業で技術進歩がなければ、要素間代替の弾力性の値いか
んにかかわらず、ヒックスとハロッドの定義が一致する。もちろん代替の弾力性が両産業
で1ならば、やはり、ヒックスとハロッドの定義が一致する。
第4節　結論
　本稿を書くにあたり、多くの文献に眼を通した。しかし、最も基本的なヒックス、ハロ
ッド、ソローの中立性の条件といったことに関して分かりやすく明確に説明した例が非常
に少ないことに気付いた19）。本稿が、読者の便宜となることを願う。
　第2節と第3節を比較すると、部門数が1つ増えただけで、分析が格段に複雑になるこ
とが分かる。ただし、数学的操作が煩雑なわりに結果として得られる中立性のための条件
は非常に簡潔な上、1部門モデルにおける条件と、2部門モデルのための条件が、ほぼ単
純なアナロジーになるのは興味深い。
　しかし、2部門モデルは比較優位の決定と結び付けられるので、今後の研究のプロト・
タイプになりうると思われる。将来は、技術進歩を「天から降ってきたマナ」のような外
生変数とせず、内生化する方向を目指したい。また、浜口（2004）で明らかにしたよう
に、技術進歩の研究は（1）生産の理論、（2）経済成長理論、（3）成長会計論の（少なく
とも）3つの側面を持っている。本稿では、これらの中の経済成長論のみに関係してい
る。その他の側面に関しても研究を進めたい。
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